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遺伝子・細胞治療研究開発基盤事業

遺伝子・細胞治療の実用化のためのベクター製造技術の開発・技術基盤の整備のため、わが国に点在する多様な
要素技術を可及的速やかに結集させ、実用化を視野に入れた中核となる遺伝子・細胞治療用ベクター大量製造技術
の開発拠点を確立します。さらに、これら先端的技術研究拠点と大量製造技術開発拠点を連携させ、遺伝子・細胞
治療研究ネットワークを構築することにより、わが国の高度な技術力とネットワーク力を生かして、医療現場に革
新的な治療法を提供する基盤を整備することを目指します。

また、先端的な遺伝子・細胞治療のために必要な高度な製造技術、安全性向上技術等の研究開発の加速化にも取
り組みます。

事業期間：2018年10月～2024年3月

予算規模：13億円(2018年度)  

近年、ヒトの遺伝子レベルでの発症メカニズムが明らかになりつつあり、単一の
原因遺伝子疾患として明確な疾患発症機序が同定される事例が数多く出てきていま
す。その世界的な潮流から、明確な原因遺伝子に対して介入することで、奏功率が
極めて高く、根本治療の可能性も期待される治療方法として、遺伝子・細胞治療技
術の開発が進められており、2015年以降は欧米を中心として遺伝子治療の規制当局
による承認、市場化が急速に進展しています。

しかしながら、わが国においては、複数の企業・アカデミアが研究開発に取り組

んでいるものの、競争力のある関連技術を結集した先端的技術研究拠点やスケール
アップに係る技術的課題を克服するための大量製造技術開発拠点が存在しないため、
遺伝子・細胞治療に関する実用化を前提とした製造技術の開発・技術基盤の整備が
停滞しており、橋渡し研究の障害となっています。

研究事業の背景

研究事業の方向性

| 事業の概要


